	建築金物製造業



需要面で大きな影響を与える建築着工は、平成22年以降、増加傾向にあり、25年から26年初頭にかけては26年４月の消費税率引上げ前の駆け込み需要もみられた。その結果、26年４月以降については反動減により、受注金額は減少している。その一方で、円安による輸入原料や部品、価格上昇、電気料金値上げ、物流費上昇などによる製造原価が上昇し、収益を圧迫している。建築金物の受注動向への反映は建築着工から半年程度遅れることから、需要の回復は年末以降になるとみられる。
受注金額は減少
リーマン・ショックの影響を受けた21年以降、新設住宅は100万戸を割り込んでいる。22年以降は増加傾向に転じ、25年には、消費税増税に伴う駆込み需要により前年比伸び率は、11.0％の増加となったものの、26年には、9.0％の減少となっている。
建築金物の需要は、住宅やビルなどの建築着工により大きく影響を受ける。また、建築金物は施工の最終段階で取り付けられる製品が多く、受注動向に反映するのは建築着工から半年程度遅れるといわれている。これを裏付けるように、聞き取り調査においては、消費税率引上げ後の反動減の影響が残っているため、受注金額が減少しているとする業者が多い。加えて、建築業における人手不足等により、着工から完工までの期間が延びる傾向がみられることも、受注金額の減少に影響しているという声も聞かれた。
また、主要取引先が、関東地方に本社機能を移転したため、受注金額が３割近く減少したとする業者もみられる。この業者だけでなく、関東地方、特に東京とその他の地域における建築着工、受注金額の差が開いていると感じる業者が多い。
収益は悪化
受注金額が減少傾向にある一方、24年後半からの円安による輸入原料や部品、価格上昇に加えて、電気料金値上げ、物流費上昇などにより、製造原価が上昇している業者が多い。
しかし、販売先として建築業者や住宅メーカー、サッシメーカーなど、大企業が多いことや、競合との競争などから、経費の増加分をすべて製品価格に転嫁することは難しい状況にあり、収益は悪化しているという声が多く聞かれた。
関東地域へのシフト
現状は、従業員数の過剰感、不足感とも感じている業者は少ない。ただ、他の地域に比較して関東地方での建築着工、受注金額が増加していることに加え、物流費の上昇という要因などから、東京近辺での工場再稼動、生産増加を図る業者や、関東地域での営業部門の強化に取り組む業者がみられる。
一部で国内回帰の動き
24年からの円安傾向は、26年12月には１ドル120円を超えることとなった。これに対し、海外生産と国内生産の価格差が10％以内になったため、一部ではあるが、海外で生産していた部品、製品を国内生産に切り替える業者も現れている。その一方、120円前後であれば、海外生産と国内生産コストはほぼ変わらないものの、初期投資費用である金型価格差がまだ大きいとして、海外生産を続ける業者もみられる。
今後の見通し
消費税率引上げ前の駆け込み需要による建築着工数の反動減は、27年春頃から回復しつつあるが、建築金物の受注動向は建築着工から半年程度遅れることから、回復は27年末以降になるとみられる。
（木村　和彦）
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図表１　建築金物の出荷額（大阪府）

錠、かぎ

（百万円）

建築用金物

（百万円）

合計

（百万円）

伸び率

（％）

全国シェア

（％）

平成14年 11,040 52,979 64,019 -6.9 24.7

15 13,648 51,441 65,089 1.7 25.5

16 13,753 51,176 64,929 -0.2 25.0

17 13,872 49,646 63,518 -2.2 23.0

18 13,890 50,010 63,900 0.6 23.1

19 12,345 47,289 59,634 -6.7 21.4

20 12,509 41,086 53,595 -10.1 20.2

21 3,560 40,861 44,421 -17.1 20.3

22 3,124 39,697 42,821 -3.6 20.0

23 5,020 46,314 51,334 19.9 21.9

24 5,330 47,166 52,496 2.3 21.2

25 4,398 45,088 49,486 -5.7 19.9

資料：経済産業省『工業統計表（品目編）』

（注）従業者４人以上の事業所。
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図表２　建築着工の推移（全国）

床面積

（千㎡）

伸び率

（％）

戸数

（戸）

伸び率

（％）

平成14年 172,344 -4.8 1,151,016 -1.9

15 173,096 0.4 1,160,083 0.8

16 181,505 4.9 1,189,049 2.5

17 186,058 2.5 1,236,175 4.0

18 188,875 1.5 1,290,391 4.4

19 160,991 -14.8 1,060,741 -17.8

20 157,411 -2.2 1,093,519 3.1

21 115,486 -26.6 788,410 -27.9

22 121,455 5.2 813,126 3.1

23 126,509 4.2 834,117 2.6

24 132,609 4.8 882,797 5.8

25 147,673 11.4 980,025 11.0

26 134,021 -9.2 892,261 -9.0

27年1月 9,762 -19.0 67,731 -13.0

2 10,437 -0.4 67,552 -3.1

3 9,789 -8.4 69,887 0.7

4 11,609 -1.2 75,617 0.4

5 10,538 3.7 71,720 5.8

6 12,214 2.8 88,118 16.3

7 11,582 2.9 78,263 7.4

8 11,012 -2.6 80,255 8.8

資料：国土交通省『建築着工統計調査』
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